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明治末期・大正初年における京都中心部の復原的研究
木 村 大 輔
【抄録】
本稿は民間地籍図の一つである『京都地籍図』を用いて明治末期・大正初年の京都中心部の
景観復原を試みた。そして，その復原作業の過程を明示することで，『京都地籍図』のもつ資
料的性格について検討した。その結果，『京都地籍図』のもつ記載情報の不正確さが浮き彫り
となった。しかし，『京都地籍図』がもつ景観情報には，これまでの歴史地理学がおこなって
きた景観復原とは異なった，当時の人々にとっての可視的な状況を復原できる可能性を秘めて
いることを指摘した。
キーワード：『京都地籍図』，『図面』，『台帳』，景観復原作業，景観情報
１．はじめに
本稿の目的は，民間地籍図の一つである『京都地籍図』（以下，地図を『図面』。土地台帳を
『台帳』。総称として『京都地籍図』とする）の資料としての性格付けを，景観復原図作成作業
および景観復原図を通じておこなうことである。これまでにも『京都地籍図』を用いて景観復
原をおこなった研究は存在する 。いずれの研究も景観復原図を示し，その図から論を展開す
るかたちとなっている。一方で，その示された景観復原図の作成過程について触れられたもの
は極めて少ない 。景観復原図の作成過程を明らかにすることは，用いた景観復原資料の性格
を明らかにするとともに，景観復原結果の特徴を明示することでもある。景観復原において用
いる資料の性格は，自ずと復原結果にも影響を及ぼす。それゆえ，景観復原資料の性格付けは
必要不可欠な基礎作業といえる。
筆者は旧稿において『京都地籍図』の記載情報の特色や資料的価値について検討をおこなっ
た 。その結果，『京都地籍図』には同時性が欠如した部分が存在することがわかった。これ
は，同一図面内に1912（明治45・大正元）年時点では存在するはずのない，過去や未来の景観
が記されていたためである 。このことから『京都地籍図』の利用に際しては，同時性の検討
の必要性を説いた。
ただ，旧稿では主に『図面』に記載された景観情報について分析をおこなってきた。そのた
め，『図面』が『台帳』の記載情報とどの程度合致するものか明らかにすることができなかっ
た。『京都地籍図』のように民間が作製した地籍図であれ，公的機関が作製した地籍図であれ，
図中に記された景観に時間性を与えるものは台帳である 。本稿の課題のひとつに『図面』と
『台帳』の記載情報の突合せがある。また，旧稿ではカード単位で分析をおこなってきたが，
本稿では広範囲の復原をおこなっているため，複数のカードを接続する必要が生じる。この接
続作業で得られる知見もまた『京都地籍図』の資料としての性格付けにとって重要な要素にな
る。
２．本稿の対象範囲と対象時期
本稿の復原対象範囲は，北は御池通，南は四条通，東は河原町通，西は烏丸通に囲まれた町
と，これらの通りに隣接する町である（図１）。この地域は地理的にみても京都の中心部に位
置し，また，地域内には京都市役所，烏丸通，
四条通，河原町通が存在することから，京都
の政治・経済の中心をなす地域である。それ
ゆえ，この地域は政治的意向や活発な経済活
動などによって，景観的にも大きく変貌をと
げてきた。なかでもこの地域の景観形成に大
きな影響を及ぼしたのが，京都市による明治
末から大正期にかけておこなわれた三大事業
の一つである道路拡築・電気軌道敷設事業で
あった。当該事業の対象道路としては，北は
今出川通，南は七条通，東は東山通，西は千
本通に囲まれた地域の主要道路である 。
復原対象地内で直接的に前述の事業の影響
を受けたのは烏丸通と四条通に面する町々である。事業前道幅に約３間前後であった両通り
が ，烏丸通で15間，四条通で12間と大幅に広げられた 。拡幅された道路には両側に歩道
（烏丸通各２間，四条通各1.5間）が設けられ歩車道の区別がつけられた。また，歩道の外側に
雨水溝・下水溝が備えられ，道の中央付近を電気軌道用の軌道敷が敷かれるなど ，近代的な
道路景観が出現した。
しかし，道路を広げるということは，その分削られる部分が生じるということである。烏丸
通の場合，東街区の土地区画が削られ，四条通の場合，四条小橋―京極通間は北街区，京極通
―寺町通間は両側街区，寺町通―西洞院通間は南街区の土地区画が削られた 。削られた土
地区画には一筆全部削られた土地区画もあれば，一部を削られただけで済んだ土地区画もあっ
た。京都の場合，多くの土地区画が「うなぎの寝床」と称される奥に深い土地区画であるため，
図１ 対象地域
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圧倒的に後者の方が多かった。また，建物が建てられていたことから，土地区画が削られると
同時に，その上に建てられていた建物もまた削られることとなる。これによって拡築対象の街
区では新たな街並が形成された。
復原対象地における道路拡築事業は1912（明治45）年６月の電気軌道の開通をもって完成を
みた。このように『京都地籍図』が刊行したとされる1912年の京都には，広い範囲で新たな景
観が形成され，あるいは形成されつつある時期にあったと言える。そして『京都地籍図』の記
載情報にも，この道路拡築事業の影響が反映されている。
３．『京都地籍図』による景観復原作業の過程
（１）土地区画接続作業の過程
『京都地籍図』の『図面』はカード形式になっている。一つのカードには同一元学区を基本
として複数の町が接続された状態で描かれ
ている。復原対象地内の町を描かれている
カードごとに分けると表１のようになる。
この表から一つのカードに描かれている町
数に差があることがわかる。復原対象地外
の町名をあげていないカードもあるが，上
121，上123，上124，下14，下15，下16，
下17，下18，下19，下22については同一カ
ード内に描かれた町名は全てあげている。
この同一カード内で描かれる町数の違いが，
縮尺の違いとなって現れてくる。当然，町
数が少ない方が大きい尺縮で描かれ，町数
が増えるにしたがい縮尺が小さくなってい
る。
『京都地籍図』から景観復原図を作成す
るには，まず，各カードから必要とする景
観情報を抜き出すトレース作業をおこなわ
なければならないが，それには二つの進め
方がある。一つはカードを接続してからト
レースをおこなうものと，もう一つはカー
ドごとにトレースを行い，そのトレース同
士を接続させるという進め方である。いず
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れにしても，『図面』のように各カ
ードが異なった縮尺で描かれている
場合，接続作業時に縮尺を合わせる
作業が必要となる。
図２はカードの接続位置を示した
ものである。26枚のカードが縦方向
や横方向を向きながら，幾重にも重
なりあって接続していることがわか
る。本稿ではカードごとに土地区画
のトレース図を作成し，そのトレー
ス図同士を図２で示した位置に当て
はめるかたちで接続を試みた。その
結果，明らかになったことは，本稿
の対象地に限ってみた場合，『京都
地籍図』のカードに記載された土地
区画が隣接するカードの土地区画と
正確に合致しないということである。これは前述の縮尺の違いだけでなく，それ以上に接続部
分にあたる土地区画同士の形状が異なっていることが大きな要因といえる。縮尺の違いだけで
あれば，どちらかに縮尺を合わせれば済むことである。しかし，形状が異なると，トレース図
同士だけで接続をおこなうことは非常に困難である。
では，このような場合，どのようにして接続作業をおこなうのか。その一つが客観的な情報
をもつ地図をベースマップとして用い，その上にトレース図を重ねていくという手法である。
本稿と同じように『京都地籍図』から景観復原を試みた井上もまた，現在の京都の地図にあわ
せるかたちで復原をおこなっている 。本稿は現在の地図ではなく，対象時期と比較的近い
1922（大正11）年の都市計画図をベースマップとして用いた。正確さを重視するのであれば，
現在の地図を用いるべきだが，多少不正確な部分があるとしても，対象時期から景観的にもそ
れほど変化をしていないであろう1922年の地図を用いることとした。
『京都地籍図』のように複数の記載情報を接続させながら景観復原をおこなう場合，いくつ
かの方法が考えられる。一つはベースマップなどを用いず，『京都地籍図』のみでおこなうも
のである。この復原方法では現実とかけ離れた景観復原になることもある。ただし，『京都地
籍図』のもつ特性は全面に現れるものになる。もう一つは，ベースマップを用いて，道路，町
界，宅地割などに正確に合わせていく方法がる。この方法で復原された景観は正確なものにな
る。本稿では，ベースマップ上の街区を用いることとした。まず『図面』のトレース図を街区
単位で，ベースマップ上の街区に重ねる。街区内の土地区画については，『図面』に描かれた
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土地区画を活かしながら，街区のかたちに合わせ，微調整をおこなった。街区に合わせたこと
によって現実に即した景観となり，街区の内側は『京都地籍図』に描かれた景観を残すことが
できた。
（２）『図面』と『台帳』による記載情報の突合せ作業
『図面』の接続作業とともに重要な作業となるのが，『図面』と『台帳』の記載情報の突合せ
作業である。『京都地籍図』は『図面』と『台帳』がセットになっている。『台帳』は，『図面』
の記載情報に時間性や所有情報など与える。『図面』もまた『台帳』の記載情報に位置情報を
与えているという関係が成り立っている。つまり，両者は情報を反映し合っていることになる。
また，それによって記載情報の正確さをも保証し合っていると言える。
『図面』と『台帳』の記載情報の突合せをおこなうと，対応しない地番が多く見つかった。
カード番号順に示すと以下のようになる。
上115-19ヶ所，上116-37ヶ所，上120-6ヶ所，上121-6ヶ所，上123-9ヶ所，下9-6ヶ所，下13
-2ヶ所，下14-2ヶ所，下15-7ヶ所，下16-9ヶ所，下19-1ヶ所，下20-10ヶ所，下22-8ヶ所，
下23-2ヶ所，下41-34ヶ所，下44-54ヶ所，下45-21ヶ所，下48-13ヶ所，下49-7ヶ所，下51-
76ヶ所
この内，対応しない地番が多く見つかったカード番号は前述の道路拡築事業の範囲にあたる部
分である（図２）。『京都地籍図』では道路拡築事業などによって道路化した土地区画に関して
は，『台帳』に道路化した土地区画の情報が記載されていたとしても，『図面』に記載すること
はなかった。
道路化した土地区画以外で『図面』と『台帳』が対応しない地番の内訳をみて見ると表２の
ようになる。全部で82ヶ所存在しているが，その内７割近くが『図面』上で確認できない地番
である。その中でも多くを占めるのが「学校敷地」である。「学校敷地」もまた，道路化した
土地区画と同様に『台帳』のみに情報が記載されていた。このような『京都地籍図』内でのル
ールは『台帳』にも存在する。『台帳』上で確認することができない地番の多くが「官＋寺地」
または「官＋寺院名」，あるいは「官」のみ記された土地区画である。これらの土地区画ある
いは地番に共通することは，商業取引あるいは賃貸契約などをおこなうことが困難な土地とい
うことである。ただ，土地所有の相違が『京都地籍図』内における一方に記載され，もう他方
に記載されないという歪な状況をつくりだした要因とまでは，現在のところ言い切ることはで
きない。
『図面』上で確認することができない地番の中で地目が「宅地」であったり，「墓地」であっ
たりするものに関しては注意を払わなければならない。これらの地番が確認できないというこ
とは土地区画自体も確認できないということになる。土地区画の有無は，場所によっては復原
結果にすら影響を及ぼす場合がある。本稿の復原過程においても，このような事態が生じた。
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その箇所は立売西町の64-1・65合地，64-1・65合地-1，66-1，69-1である。『台帳』はに「64-
1・65合地-1 道」と「64-1・65合地-2 道」という道路拡築事業によって道路化した土地区
画の記載がある。このことから64-1・65合地と64-1・65合地-1は道路拡築事業時に削られ残っ
た立売西町南街区の土地区画であることがわかった。66-1は，そもそも地番66から分筆された
ものである。『図面』下44にも66番の地番を付してある土地区画が見えることから，その付近
にあるはずの地番である。しかし，下44に前述の不明地番に対応する土地区画は見当たらない
（図３）。そこで今回は京都地方法務局所管の旧土地台帳附属地図「立売西町」を用いて当該地
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の確認をおこなった（図４）。
旧土地台帳附属地図で確認した結果，下44の立売西町北街区の土地区画が一筆不足しており，
その足りない土地区画には下44の立売西町南街区に記載されている地番66が位置することがわ
かった。そして，下44で地番66が付されていた土地区画には位置していたのが，前述の64-1・
65合地と64-1・65合地-1であった（図４）。残る不明地番は地番66-1と69-１である。これにつ
いても図４を見ると，下44の立売西町の北街区に記載されている69-1の土地区画に66-1が記載
されている。反対に地番69-1については旧土地台帳附属地図からは確認することができなかっ
た。念のため，旧土地台帳からも確認すると，地番69は分筆した形跡がないことがわかった。
つまり，地番69-1はそもそも存在していなかったのである。このように，『図面』と『台帳』
の記載内容の相違は部分的ではあるが，復原結果にも影響を与える事態になった。
４．景観復原図からみる『京都地籍図』の性格
（１）『京都地籍図』の景観情報
トレース図の作成，ベースマップ上への重ね作業，トレース図の接続作業，『図面』と『台
帳』との突き合わせ作業などを経て作成されたのが図５の景観復原図である。ここでは景観復
原図を通じて『京都地籍図』の性格について見ていきたい。
『京都地籍図』の資料的特質としてあげられるのが，当時の景観を配慮した地図表現になっ
ていることである。地籍図のもつ本義は台帳と対応させながら全ての土地区画を記載すること
である 。厳密に言えば，地籍図に記載された土地区画は土地所有線で囲まれた部分である。
図３ 『地籍図』下44の部分図
図４ 土地台帳附属地図「立売西町」(部分）のトレース
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図５ 明治末期・大正初年の京都中心部の景観
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つまり，地籍図とは土地所有線で囲まれた範囲が誰の所有で，どこに位置しているかなどを把
握するためのものである。例えば烏丸通や四条通は明治末期の道路拡築事業によって大きく道
路幅が広がっている部分にしても，本来は土地所有界が存在していた。事実『台帳』には景観
的には道路化してしまっているはずの地番が多く記載されている。しかし，『京都地籍図』は
道路化し，それ以上利用することができない土地区画も含めて記載するよりも，この当時にお
ける利用可能な土地区画をのみを記載する方を選んだのである。その結果，当時の景観に即し
た描かれ方になっている。また，『京都地籍図』は土地区画だけではなく，その他にも多くの
景観要素を記載することで，より現実の景観に近い状況を明示している。軌道敷，また，数と
しては決して多くはないが商業店舗，銀行，保険会社，さらに娯楽施設など，その他にも様々
な施設名が記載されている。
図５にも『図面』から得られる施設
名を明記している。『京都地籍図』に
おける記載基準については不明である
が，今回の復原対象地内でみた場合，
銀行の割合が高いことがわかる。そこ
で1912（明治45）年当時における復原
対象地内に存在していた銀行をあげて
みた（表３）。№１と№２については
銀行とは言いにくいが，金融関係とい
うことで示した。表３の中で『京都地
籍図』に記載されている銀行名と合致
するものが９ヶ所である。しかし，こ
の９ヶ所のうち明らかに位置を誤って
記載しているものがあった。それが東京貯蔵銀行京都支店と大阪貯蓄銀行京都支店である。東
京貯蔵銀行京都支店は図中に２ヶ所示されているが，№15が正しい位置である。東洞院四条角
に記されている東京貯蔵銀行京都支店は誤記で，当時，実際この場所で業務をおこなっていた
銀行は№７の第百銀行京都支店である。ただ，当時この東洞院通四条角の土地を所有していた
のは東京貯蔵銀行京都支店であった。このことが誤記につながったものと思われる。大阪貯蓄
銀行京都支店については当時，実際に業務をおこなっていたのは三条麩屋町角であった。しか
し，図５に示された大阪貯蓄銀行京都支店は麩屋町通四条上ル桝屋町に位置している。この誤
記は大阪貯蓄銀行京都支店が1910（明治43）年までこの図中で示された場所で業務をおこなっ
ていた ことに起因したものと思われる。このように過去の情報がそのまま記載されている
ことは，この銀行名が示されている下19のカードは記載情報の同時性を欠いているということ
である。このように『京都地籍図』に記載された施設名もまた，位置や同時性の確認作業を有
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する項目であった。
（２）景観情報からみる『京都地籍図』の資料的性格
京都は景観復原をおこなう場合，「○○通△△上ル」といった特有の地点表示で表現される
ことが多いため，施設や事象等の詳細な位置まで明らかにすることが困難であった 。その
ような状況にあって，この『京都地籍図』は土地区画レベルまで施設の位置が明らかになって
いる。
一般的に地籍図を用いた景観復原の場合，中心となるのが土地区画と地目である。村落域で
あれば複数の地目も確認できるであろうが，都市域になると地目は圧倒的に宅地で埋め尽くさ
れる。実際，本稿の対象地内も８割以上が宅地であった。このように地目上バラエティに乏し
い都市域にあって，建物の詳細な位置と用途がわかる『京都地籍図』は稀有な資料といえる。
ただ，今回のように土地区画を中心とした復原をおこなった場合，その結果から土地区画一
筆を建物の敷地範囲として錯覚してしまうことがある。勿論，基本的には土地区画一筆が敷地
単位となる。しかし，井上も述べているように，建物は複数の土地区画にまたがって建てられ
ている場合や，反対に一つの土地区画の中に複数の建物が建てられている場合もある 。こ
のことは図５に示した施設をみてもわかる。このように『京都地籍図』に記載された施設情報
は建物の敷地範囲をも示している。また，『台帳』の土地所有者情報と合わせてみると，前述
の東洞院通四条角の場合のように，土地所有者と土地利用者の異なっている状況も読み取るこ
とができる。今回の復原対象地外だが，下12の山伏山町の名古屋銀行京都支店は，建物敷地が
土地区画２筆にまたがっている。そのうち片方は名古屋銀行京都支店が自前で所有している土
地で，他方は個人が所有している土地という，更に複雑な様相を示している。
このように『図面』に記載された施設情報と『台帳』に記載された土地所有者情報をあわせ
ることによって，建物の位置・範囲・用途や土地所有と土地利用者の違いなどが一度に明らか
にすることができる。そして，これらは都市の景観形成や都市構造を明らかにするうえ重要な
情報といえよう。『京都地籍図』はこれまでの歴史地理学が示すことが困難であった，当時の
人々の目に映っていた景観を復原できる可能性を秘めた資料といえる。
５．おわりに
本稿は『京都地籍図』を用いて明治末期・大正初年の京都中心部の景観復原を試みた。そし
て，その復原作業過程と復原結果を通じて『京都地籍図』のもつ資料的性格を明らかにしてい
った。
その結果以下のことがわかった。
①『図面』のカード同士はそれだけでは接続をおこなうことが困難であった。そのため，他の
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地図をベースマップとして用い，その中でも街区に当てはめながら接続をおこなった。
②『図面』と『台帳』の記載情報には合致しない箇所が多く存在した。また，その中には復原
結果にまで影響を及ぼすものも存在した。
③『京都地籍図』は地籍図としての本義である全ての土地区画を記載するよりも，現実の景観
に即して，利用可能な土地区画のみを記載していた。
④『京都地籍図』に記載れた景観情報には，当時の人々が見ていた可視的な状況を復原できる
ものも含まれていた。
以上のように，『京都地籍図』には公的な地籍図が有していない，多くの景観情報が記載さ
れていた。しかしそれ以上に，土地区画の形態や位置に正確さ欠いた部分の多さが浮き彫りに
なった。仮に公的な地籍図をもとに作成してないのであれば，これほど不正確な部分が現れる
のであろうか。今後は『京都地籍図』自体がどのようにして作成されていったのかとい地図史
的な研究も必要といえよう。それと同時にどのような研究に用いることが資料にとって有効な
のかということも検討しなければならない。
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